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5G等の先進的な無線システムの 
普及・実用化に向けた動き 

５Ｇ 

Ｗｉ-Ｇｉｇ等の 

超高速無線LAN WPT 

先進的な無線システムの安全性に関する検討の必要性 

 従来、人体近傍で用いられてこなかった 
周波数帯（例：100kHz、数十GHz、60GHz）の
利用が急速に進展する見込み 

 第５世代移動通信システム（５G）、超高速無線LAN、ワイヤレス電力伝送（WPT)等の 
先進的な無線システムの普及・実用化に向けた取組が急速に進展 

 先進的な無線システムの普及に伴い、電波利用環境が従来から大きく変化することが
見込まれることから、電波防護指針や適合性評価方法に関して、新たな電波利用動向
へ対応するための検討が喫緊の課題 

 このため、先進的な無線システムの動向、最新の科学的知見や各国の動向等を踏まえ
た検討を開始することが必要 

電波利用システムと周波数の変遷 
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総務省における電波が人体に与える影響に関する研究 

疾病者 健康な人 

 科学的に確認されていない電波による生体への影響等について、人体を模擬した解析モデルの開発等
を行うとともに、疫学調査や細胞実験・動物実験を介して医学的・生物学的観点から調査。 

 研究結果は電波防護指針等の基準の妥当性確認に活用するとともに、ＷＨＯの国際電磁界プロジェクト
に入力し、国際的なリスク評価に貢献。 

細胞実験 疫学調査 

日常環境での電波ばく露量を厳密に調査することで、 
これまでの疫学調査結果の精密な検証を行う。 電波ばく露による細胞や動物への影響の有無を調査 

電波吸収率測定 
システムの開発 

動物実験 

解析モデル開発 測定システム開発 
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電波が人体等へ与える影響を調査し、科学的に解明することで、電波をより安心して安全に利用できる環境を整
備することを目的として、電波の安全性に関する調査及び評価を実施。 

今後、5G等の先進的な無線システムの普及に対し、国民が安全・安心に新しい無線システムを利用できる環境
の確保が必要となるため、次期においては、従来からの取組に加え、5G等の先進的な無線システムが使用する
周波数についても、電波の安全性の調査及び評価を実施するため、下記を実施。 
（１） 関連する国内の中核的な研究拠点や国際機関との連携を強化することにより、先進的な電波利用システム

に関する最新の科学的知見を充実 
（２） 成果について、電波防護指針や国際ガイドライン等への反映 

【実施にあたっての留意事項】 
 既存業務の効率化を行った上で、拡充部分については精査の上で実施すること。 

国際 
機関 諸外国 

日本 

国際的な連携の強化 5G等の先進的な電波利用システムの 
安全性に関する科学的知見の充実が急務 

５Ｇ 

Ｗｉ-Ｇｉｇ等の 

超高速無線LAN WPT 

国内研究体制の強化 

• 防護指針への適合性評価 

• 測定装置の開発 

• 安全性評価方法の確立  等 

大
学 

企
業 

研
究 

機
関 

研
究 

機
関 

大
学 

企
業 

大
学 

中核的な 
研究拠点 

WHO、ICNIRPや諸外国政府との国際的な
連携強化、及び、先進的な電波利用システ
ムに関する最新の科学的知見の共有を図
る 

１．電波利用料の見直しに関する基本方針（次期における電波利用料の使途） 

（ク）電波の安全性に関する調査及び評価技術 3 



国際機関等における電波防護に関する検討状況 
（リスク評価・ガイドライン） 

WHO（世界保健機関） 
 WHO国際電磁界プロジェクトを平成８年に発足し、電磁界ばく露についての健康リスク評価書である

環境保健クライテリア（EHC：Environmental Health Criteria）の発刊に向けて検討を開始 
 平成18年及び平成19年に、静電磁界及び超低周波（ELF)電磁界（100kHz以下）へのばく露について、

それぞれEHCを発刊 
 現在、高周波（RF)電磁界(100 kHz-300 GHz)のEHCの改定版発刊に向けて作業中（100kHz以上のRF

電磁界についてのEHCは平成5年に発刊） 
 国際的な非電離放射線基本安全基準（NIR BSS）策定が可能かどうか検討中 

ICNIRP（国際非電離放射線防護委員会） 
 平成10年、300GHzまでを対象とする「時間的に変動する電磁界の人体ばく露量に関するガイドライン」

を発行 
 平成22年、低周波電磁界（1Hz-100kHz）に関する改定版を発行 
 100kHz以上の高周波電磁界に関して、WHOが発行予定の環境保健クライテリア（EHC）に基づいた 

ガイドライン改定に向けて検討中（平成28年12月以降Public Consultationを実施予定） 
 低周波電磁界については、Data Gapについて検討中 

IEEE（米国電気電子学会）/ICES（電磁界安全に関わるIEEE国際委員会）/TC95 
 平成14年、C95.6「0Hz～3kHzの電磁界への人体ばく露に関する安全レベルについてのIEEE規格」を発行 
 平成17年、C95.1「3kHz～300GHzの無線周波電磁界への人体ばく露に関する安全レベルについての 

IEEE規格」を改定（平成3年に策定された初版を改定） 
 平成30年以降、C95.1、C95.6の統合規格を発行予定 
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国際機関等における電波防護に関する検討状況 
（適合性評価方法） 

IEC（国際電気標準会議） / TC106 
 人体ばく露に関する電界、磁界および電磁界の評価方法に関する国際標準規格を発行 
 5G（6GHz超）に関する適合性評価方法の検討を開始予定（平成29年にTechnical Report(TR)、平成

31/32年にInternational Standardを発行する計画） 
 平成22年、IEC 62209-2 Ed.1（側頭部以外のSAR測定法）を発行。 
 平成28年、IEC 62209-1 Ed.2（側頭部SAR測定法）を改定（平成17年に策定された初版を改定）。 
 情報通信審議会答申を基に、日本主導でワイヤレス電力伝送（WPT）に関するTRを策定中 
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IEEE/ICES/TC34 
 適合性評価方法に関する国際標準化を実施 
 数値計算に基づく適合性評価方法の標準化等をIECと共同で検討 

（参考）ITUでも人体防護の取り組みが行われているが、５Ｇ等を対象とした具体的な活動はまだない 



（参考） 電磁界の健康影響に関する国際コーディネート会合（ＧＬＯＲＥ）※について 

 

・日 時 ： 2015年11月19日～20日    

・場 所 ： 韓国（ソウル） 

・参加者： 日本、韓国、EC、米国、WHO等より、約40名の行政官・研究者が参加。 

・結 果 ： 各国の最新の施策・研究状況に関する発表が行われるとともに、新技術（ＷＰＴ、Wi-Gig等）への 
     対応等、様々なテーマに関する議論が行われた。 
     今後の施策・研究課題を議論する場として、本会合の意義がより高まっているとの認識で一致。 

※GLORE･･･Global Coordination of Research and Health Policy on RF Electromagnetic Fields 

・日 時 ：2016年11月30日（水）～12月1日（木） 

・場 所 ：日本（横浜） 

・参加者：韓国、ＥＣ、米国、豪州、中国、タイ、ＷＨＯ、ＩＣＮＩＲＰ 等 （行政官・研究者） 

・議 題 ：電波の安全性に関する各国の規制・研究動向に関する情報交換を行うとともに、 
       先進的な無線システムへの対応等、電波の安全性に関する様々な課題等について議論を行う。 

2015年GLOREの結果 

2016年GLOREの日本開催 
※現時点の予定であり、変更等の可能性あり 

 

各国の専門家・研究者により、電波の安全性に関する最新の研究状況や各国の施策動
向について情報交換を行うとともに、今後の研究及び施策の方向性等について意見交
換を行うことを通じ、国際協調の推進を図ることを目的としており、平成9年より毎年開催。 

GLOREの目的と背景 
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ワーキンググループにおける検討事項 

【検討事項の例】 
 
（１）先進的な無線システムに関する国内外の研究結果や標準化動向等の評価・分析 
 ・今後の電波利用（周波数帯、規格等）の把握 
 ・新たな電波利用システムの実現に向けた研究結果 
 ・国際標準機関等における標準化動向 等の評価・分析 
 
（２）最新の科学的知見を踏まえた電波防護指針の妥当性や適合性評価方法に関する検証 
 ・総務省委託研究などの国内外における生体電磁環境に関する最新の科学的知見の把握 
 ・WHO（世界保健機関）、ICNIRP（国際非電離放射線防護委員会）、IEEE（米国電気電子学会）、

IEC（国際電気標準会議）などの関連機関における標準化等の動向の把握 
 ・電波防護指針に関する検証（例：眼球規制、６GHｚ超における電界強度指針） 
 ・適合性評価方法に関する検証（例：高周波数帯（数十GHｚ～）アンテナ近傍の電磁界強度測

定手法） 
 
（３）その他関連する事項 

 情報通信審議会電波利用環境委員会における検討を開始するにあたり必要となる基礎的な
検討を実施。 

 以下の検討事項の例の他、幅広い視点からの論点の抽出と、それらに関する検討が必要。 
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検討スケジュール 

H28 H29 H30 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

★WG設置 ★報告 

パブコメ 

論点抽出・ 
最新の科学的知見

の把握 
事業動向・海外規制動向 

防護指針・適合性 
評価方法見直し検

討 

報告
書案 

★第２回 ★第３回 ★第４回 ★第５回 ★第６回 ★第７回 ★第８回 ★第９回 

本WGにおける検討結果を基に情報通信審議会電波利用環境委員会において
所用の制度整備に向けた審議を開始（平成３０年度～） 
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論点に関するパブコメ 

海外動向調査 



参考資料 



５Ｇの要求条件 

例：4K/8Kなど高精細映
像も超高速に伝送 

５Gの 
主な要求条件 

✓ ５Gに求められる要求条件： ←国際電気通信連合（ＩＴＵ）で議論 

   有線に匹敵する「超高速」、「超低遅延」、センサーネットワーク等における「多数同時接続」 
   ＜主要性能＞ 
     ・最高伝送速度 10Gbps ※ （現行LTEの100倍） 
     ・100万台/km²の接続機器数 （現行LTEの100倍） 
     ・1ミリ秒程度の遅延 （現行LTEの1/10） 
✓ ５Gは、「超高速＋IoTの基盤技術」として大きな市場を創出することが期待 

膨大な数の 
センサー・端末 

超低遅延 
⇒1ミリ秒程度 

超高速 
⇒最大10Gbps 

多数同時接続 
⇒100万台/km²接続数 

例：自動運転、遠隔ロボット操作 
（リアルタイム操作、ミッションクリ
ティカルなIoT） 

例：狭いエリアでの同時多数接
続、スマートメーター、インフラ
維持管理（多数接続、低消費
電力なIoT） 

自動運転 

5Gの特徴 

10 
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５Ｇ推進ロードマップ 

 
 
 
 

2012 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021年 

国
際
対
応
・標
準
化 

2013 

研
究
開
発 

推
進
体
制 

東京オリンピック・ 
パラリンピック 

●ITU-R 報告 M.2320 「携帯電話システムの 
   将来技術動向に関する報告」 

●ITU 5G国際ワークショップ 
● ITU-R 勧告 M.2083  
  「5G将来ビジョンに関する新勧告」 

ラグビーＷ杯 電波産業会 
「2020 and Beyond Adhoc」 

要求条件・サービスイメージ検討 インタフェース提案・評価 

研究開発、標準化活動、国際連携、 
周知啓発を戦略的に方向付け 

５ＧＭＦによる活動 

５Ｇ関連技術の研究開発 

５Ｇ 標準化活動 

世界無線通信会議 
（WRC-15） 

国際電気通信連合
（ITU） 世界無線通信会議 

（WRC-12） 
世界無線通信会議 

（WRC-19） 

制度整備、 
インフラ整備等 

2014/9/30 設立 

✓ 2020年の実用化に向け、以下の３つを柱として推進 
   ① 第５世代モバイル推進フォーラム（5GMF）による活動 
   ② 産学官連携により、５G関連技術の研究開発を推進 
   ③ ITU等における５G標準化活動 
✓ 5Gによって実現可能となる新たなサービス・利用シーンの提示を含め、 

2017年度から東京・地方都市で「５Gシステム総合実証」を実施 

国際的な連携をとりつつ、５G実現に向けた標準化活動等を推進 

平成27年度より、産学官連携による 
5G関連技術の研究開発を推進 

5  

シ
ス
テ
ム
総
合
実
証 

G 

世
界
に
先
駆
け
5
Ｇ
実
現 

11 

引用：電波政策2020懇談会報告書 



５Ｇの国際標準化動向 

 ２０２０年の5G実現に向けて、ＩＴＵ（国際電気通信連合）や3GPP※等において、５Ｇに関する標準化活動が本格化 
   ・ITU：   2015年9月、「IMTビジョン勧告（M. 2083）」を策定。2017～2019年に５Ｇ（IMT-2020）無線インターフェ

イスに関する提案受付を行い、2020年までに勧告化予定。 
   ・3GPP： フェーズ１・２による２段階の標準化作業が計画。2017年までの５Ｇに関する調査検討（リリース14）を経て、

フェーズ1では、2020年に実現する５Ｇの仕様を盛り込んだフェーズ１仕様（リリース15）が2018年に仕様
化を完了予定。その後、フェーズ2では、５Ｇに求められる全ての要求条件に対応したフェーズ２仕様（リリー
ス16）が2019年に仕様化を完了予定。 

 

 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 

ITU 

3GPP 

リリース13 

・フェーズ１（～2018年9月） 

 ５Ｇのサブセット仕様化 
・モバイルブロードバンドを 
中心に、2020年に実現する
5Gの基本仕様の策定 

・フェーズ２（～2019年12月） 

 5Gの全要求条件への対応 
・2020年以降の実現を念頭に、

IoTや低遅延にも対応した 
5Gのフルスペックの策定 

・5G調査検討 
（～2017年6月） 
・5Gのベースとな
る仕様の検討 

5G（IMT-2020）提案募集 5G要求要件 IMT将来 
ビジョン勧告 

5Gワークショップ 

5G(IMT-2020) 
勧告 

世界無線通信会議 
（WRC-15） 

世界無線通信会議 
（WRC-19） 

5Gワークショップ 

・4G（LTE-
Advanced）の高
度化、機能拡張 

（～2016年3月） 

※3GPP(3rd Generation Partnership Project)とは、3G、４G等の仕様を検討・開発し、標準化することを目的とした標準化団体。日本、米国、欧州、 
中国、韓国の標準化団体によるパートナーシッププロジェクトであり、1998年設立。 

リリース14 リリース16 リリース15 

5Gでの利用を想定したミ
リ波等の周波数がIMT用
に特定見込み 
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５Ｇ実現に向けた主要国の取組状況 

○ FCCが５G用周波数について検討を推進。特に有力と考える周波数帯は27.5-28.35 GHz, 37-40 GHz。 

フレキシブルな規制（flexible rules）を重視。SharedやUnlicensedといった免許モデルも検討。 
○Verizon、アルカテル・ルーセント、エリクソン、ノキア、クアルコム及びサムスンは、5G実現に向けたフォー

ラム（Verizon 5G Technology Forum)を2015年9月設置。2016年2月MWCでも進捗公表。2016年より５Gの実
証試験を開始予定。Verizonは2017年の商用開始を発表。 

○AT&Tも５G早期導入計画に向け2016年中の実証実験(エリクソン、インテル等）を発表。 

米国 

欧州 

○EUの「METISプロジェクト」や「5G PPP」で５Gのコンセプトや技術策を検討、研究開発を推進。 

 Horizon2020を通じて、2020年までに７億ユーロを投資予定。 民間からは30億ユーロ以上を投資予定。 
○ 2020年以降、5G商用インフラを整備。2018年から実証実験を予定。 
○ 「Vertical」をキーワードとして、自動車をはじめICT以外の分野との連携を重視。 
○英国サリー大学が５Gイノベーションセンター（５GIC)を設立。2015年から実証等を開始。 
○エリクソンやノキア（ベンダー）等が各国の通信事業者と連携し、５Gの共同研究開発を実施。３GPP等を主導。 

韓国 

○2018年 平昌オリンピックでサムソン中心にKTやSK Telecom等が実証を計画。２８GHｚ帯を用い２０

Gbpsを目指す。プレスセンター、空港、会場等において ホログラム、スーパーマルチビュー、VR、Giga WiFi

提供。2020年商用サービス開始を目指す。2016年2月MWCでKT等が展示。 

○ 5G研究開発プロジェクト（Core Technology Project, Giga Korea Project）を通じて、2020年までに4.9億ドルを

投資。 5Gの新たな市場創出のため、中小企業の参加促、技術移転支援。 

○ 2016年２月、 KT、NTTドコモ、SK Telecom及びVerizonの４社は、5G実現に向けた実証を行っている企業間

での協力を促進するため、5G Open Trial Specification Allianceの設立に合意。 

中国 
○2020年の５G実現を目指し、2016年1月から３～４GHz帯を用いて５Gトライアルを実施予定。 
○次世代移動通信・電波技術の研究開発団体である「FuTURE FORUM」や、３省庁により設された

「IMT-2020 Promotion Group」が、５Gの要求仕様を検討中。 
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引用：電波政策2020懇談会報告書 



米国FCCによる５Gモバイル・ブロードバンド用周波数の運用規則 

（出典：http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2016/db0728/FCC-16-89A1.pdf） 

周波数帯 免許付与等の方法 備考 

28GHz帯 
（27.5-28.35GHz）  
 【LMDS帯※1】 

・地理的エリア※3による免許 
・移動体用に柔軟な利用 
・425MHz×2ブロックで免許付与 
・固定業務の既存免許人は移動業務
の運営も可能 

○固定業務の主要免許人は、XO Communications（91免許、約770郡をカバー）。 
○固定衛星業務（地上→衛星）に利用。 
→エリクソン、モトローラ、サムソン、XO、Straight Path等が賛成。 
→Inmarsat等は周波数共用は困難であると主張。SES、Intelsat等は関門地球局を 
 一次利用とすることを要求（EchoStar等も一次利用化を前提として移動追加に賛成）  

39GHz帯 
（38.6-40GHz）※2 

・地理的エリア※4による免許 
・移動体用に柔軟な利用 
・200MHz幅のチャネルブロック 
・固定業務の既存免許人は移動業務
の運営も可能 
・39.5-40GHzにおける連邦政府（軍用
衛星）への配分は継続 

○固定業務の主要免許人は、Straight Path、FiberTower及びXO等 
○商用衛星利用はない。連邦政府（軍用衛星）が39.5-40GHzを利用中。 
→モトローラ、サムソン、ノキア、クアルコム、FiberTower, Straight Path, XO等賛成 
→EchoStar, Inmarsat等が固定衛星業務（衛星→地上）の考慮を要求。   

37GHz帯 
（37-38.6GHz） 

・37-37.6GHzは共用ブロック 
・37.6-38.6GHzで地理的免許
（200MHz×5ブロック） 
・既存の連邦の固定と移動体用の配
分を維持 

○商用地上利用、商用衛星利用ともにいない。 
○連邦政府（NTIA）管轄のNASAの地球局（宇宙探査用（SRS））の受信、地球探査 
 衛星システム（EESS)に利用。保護が必要。 

64-71GHz 
 

免許不要帯域として割当 
（隣接帯域と組合せ利用可） 

○商用衛星（衛星間（ISS)含め）利用なし、隣接帯域(57-64GHz）は免許不要帯域 
→エリクソン、クアルコム、Wi-Fiアライアンス、IEEE802は免許不要局としての利用 
 支持。サムソンは免許不要の隣接帯域（57-64GHｚ）と組合わせた利用を提案。 

※１ LMDS：Local Multipoint Distribution Service。全米493のBTA（Basic Trading Area)毎の免許。416のBTAの免許により全米75％の人口カバー 
※２ 全米176EAs（Economic Area)毎の免許。全米49%の人口カバー。 
※３ 地理的エリアについては、全米74,000以上のカウンティー（Counties)単位の免許。免許の転売やリースも可能としている。 
※４ 地理的エリアについては、全米416のPEA（Partial Economic Area）単位の免許。免許の転売やリースも可能としている。 

WRC-19 

WRC-19 

WRC-19 

2016年7月、FCCは24GHz以上のミリ波帯の利用に関する”Report and Order”を発表。  
 ・ ４つの周波数帯（28GHz, 37GHz, 39GHz, 64-71GHz）の運用規則が示された。 
 ・ 第５世代移動通信の追加周波数としての活用も含む多様な利用を想定し、下記の点を重視して検討 
   ①連続帯域確保（500MHz以上）、②国際連携（移動業務分配）、③既存業務との共用、④柔軟な規制枠組み 

※今回のReport and Orderは、2015年10月のNPR（Notice of Proposed Rulemaking）を踏まえたもの。 
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引用：電波政策2020懇談会報告書 



60GHz帯無線システムの新たな利活用方策  15 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



60GHz帯無線システムの普及予測  16 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



IEEE802.11ad/WiGigについて  17 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



60GHｚ帯無線システムに対する技術基準  18 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



電波防護指針の適合について 19 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



各ユースケースに基づく検討  20 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



電波防護指針の適合について  21 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 



電波防護指針の適合について  22 

引用：「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に係る技術的条件」（一部答申） 

今後の検討課題について  



ワイヤレス電力伝送がもたらす未来の社会 

いつでもどこでも充電！ 

搭載電池の小型化！ 安全・信頼性向上！ 

家電への応用！ 

給電困難な機器へ給電！ 

駅や公園 

機器破損、感電、 
コネクタの腐食防止等 

給電 
装置 

動きながら充電！ 

走行中給電 介護や工場等のロボット 

配管内 体内 

電磁誘導 
など 

受電機器 

現状 

進化 進化 

進化 
進化 

進化 
進化 

給電 
装置 

飲食店等 

ワイヤレス給電技術の進化により 
社会生活のイノベーションを実現 
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引用：総務省資料 



主なワイヤレス電力伝送（ＷＰＴ）の方式 

方式 
磁界結合方式 

電界結合方式 電波受信方式 
電磁誘導方式 磁界共振結合方式 

特徴 

①数kW程度の電力
を流せる。 
②位置ずれに弱い。 
③電動歯ブラシ等で
商用化。 

①数kW程度の電力
を流せる。 
②位置ずれにも強い。 
③電磁誘導方式より
も距離を長くとること
が可能。 

①100W程度以下の
電力で運用可能。 
②ほぼ密着した状態
で使用する。 
③iPad2のワイヤレス
充電等で商用化。 

将来的な実用化を 
視野にいれ、研究が 
行われている段階。 

送電側のコイルに
電流を流すと磁束
が生じ、受電側の
コイルにも電流が
流れることにより 
電力を伝送する。 

送電側と受電側の、
電極が接近したとき
に発生する電界を利
用して電流を伝送 
する。 

送電側と受電側にコ
イルを設置し、磁界
によるコイルの結合
を利用して、電力を
伝送する。 

受信側で受信した電
波を整流回路で電
流に変換することに
より電力を伝送する。 
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引用：総務省資料 



電波防護指針の適合について  

電波受信方式 

電界結合方式 

磁界共振結合方式 

電磁誘導方式 

伝送が可能な電力（W） 

伝
送
が
可
能
な
距
離

 

0.1 1 10 100 1k 
1mm 

1cm 

10cm 

1m 

10m 

10k 
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市販されているワイヤレス電力伝送（WPT）システム 

Wiiリモコン充電器 

LEDキャンドル 

電動マッサージャー 

電動歯ブラシ 

スマートフォン 

懐中電灯 

出典：パナソニックHP（http://panasonic.jp/teeth/products/EW-DE43.html） 
    京セラHP（http://www.kyocera.co.jp/prdct/telecom/consumer/g02/function3/index.html） 
    Wireless Power Consortium(Qi) HP（http://www.wirelesspowerconsortium.com/jp/technology/examples-of-products-using-inductive-power-transmission.html) 

電磁誘導方式 
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引用：総務省資料 

http://panasonic.jp/teeth/products/EW-DE43.html
http://www.kyocera.co.jp/prdct/telecom/consumer/g02/function3/index.html
http://www.wirelesspowerconsortium.com/jp/technology/examples-of-products-using-inductive-power-transmission.html


電波防護指制度化対象となるワイヤレス電力伝送（WPT）システム 

対象 
電気自動車用 

非接触電力伝送装置 

一般用非接触電力伝送装置 

6.7MHz帯磁界結合型 
非接触電力伝送装置 

400kHz帯電界結合型 
非接触電力伝送装置 

給電対象・ 
システム 
イメージ 

電力伝送
方式 

磁界結合方式 電界結合方式 

伝送電力 ～7.7kW 〜100W ～100W 

使用 
周波数 

79kHz～90kHz 6.765MHz～6.795MHz 

425～524 kHz 
（アマチュア無線、海上無線、
中波ラジオ放送に割り当てら

れた周波数帯は除く） 

送受電 
距離 

0〜30cm程度 0〜30cm程度 0～1cm程度 

ノートPC 等 スマートフォン、タブ
レットPC 等 

電気自動車 
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引用：総務省資料 



電気自動車用非接触電力伝送装置の概要 

地上側に設置される送電側装置（1次コイル）と
車両側に装備される受電側装置（2次コイル）で
構成 

 
電源 

無線通信 
（制御・管理用） 
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国際機関等における今後の取組み 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

WRC-15 WRC-19 

CISPR 
/IEC 

 
 

規格化 

SG1 
（WP1A、1B） 

CPM 
19-2 

BR局長 
レポート 

SG1 
（WP1A、1B） 

SG1 
（WP1A、1B） 

CPM 
19-1 

WPTに関する報告、勧告を策定 

BR局長レポート案 
（CPMレポート案含む） 

CPM 
レポート 

国際的な 
利用周波数 
の特定 

RRへの反映 

ITU-R SG 

WRC 
（CPM） 関係SG 

（WP5B、6Aなど） 

WPTに特定された周波数帯に
関する周波数共用検討等 

SAE 

IEC/ISO  
 

妨害波許容
値等の決定 

WPTに関する様々な共通基準の検討 
（IEC61890、ISO19363等） 

WPTに関する 
国際標準の決定 

 
 EV用WPTに関する国際的な共通規格の検討（J2954等） 

連携 

EV用WPTに
関する技術
の標準化 

TR文書 
最終ドラフト TR文書策定 

日本提案 
APT共同提案 

RR改正

の必要性
について
提案 

妨害波許容値及び
測定方法の検討 
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電波防護指針への適合性について 30 

引用： ｢国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について｣のうち「ワイヤレス電力伝送システムに関する技術的条件」のうち 
「電気自動車用ワイヤレス電力伝送システムに関する技術的条件」（答申） 
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